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■ 研究論文■

エネルギー・資源
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Abstract

Sinceflyashobtainedbymeltingincinerationashisrichinheavymetals,itissaidthatthe

metalrecoveryfromtheflyashisvaluablefromviewpointsofrecycleofheavymetalsandrisk

reductionofheavymetalleachateatlandfillsite.However,whenbuildingandrunningametal

recoveryplantandtransportingofintermediateproductstoasmelter,largeenergyisrequired

andalargeamountofCO2emissionisreleased.

Inthispaper,weestimatedchangesinenergyconsumptionandCO2emissionunderanassump-

tionthatarecoveryplantofleadandzincisbuiltandoperatedinacertaincity.Then,we

consideredincrementfactors(buildingandrunningametalrecoveryplantandtransporting
intermediateproductstoasmelter)anddecrementfactors(transportinglessamountofvirginores
bysea,disposingoflessamountoftheflyash).Asaresult,theenergyconsumptionandCO2
emissionloweredbecauselessamountoftheflyashwasneededtobesolidifiedbyusingcement.

Moreover,itwasfoundthattheenergyconsumptionandCO2emissionarereducedevenifre-

meltingofrecoveryresidual,whichconsumesmuchelectricpower,isselectedasadisposalmethod.

1．はじめに

焼却灰の溶融処理は，最終処分場の逼迫により求め

られている焼却灰の減量化，灰中ダイオキシンの分解

埋立地における重金属の溶出防止といった灰の処理・

処分における課題を一挙に解決できることから，自治

体において採用され始めている．焼却灰の溶融によっ

て生じる飛灰には，亜鉛，鉛，銅，カドミウムなどの

重金属が高濃度に濃縮されるため，そのまま埋立処分

することが禁止されている．セメントやキレート剤で

重金属を固定化することによって埋立処分が可能とな

るが，それよりも重金属を回収して残濱だけを処分す
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る方が，処分場での重金属溶出リスクの低減や，金属

の再資源化の点で有利である．さらに，残瘡を溶融炉

に戻せば，スラグ以外を環境中に戻さない理想的な循

環プロセスとなる．

廃棄物の溶融処理と組み合わせる重金属回収プロセ

スは，再資源化プロセスとして期待されているが，薬

剤や用水を多量に使用するプロセスでもある．重金属

回収プロセスが金属資源の回収に貢献しても，回収の

ために多量のエネルギーを消費し，また環境に影響を

与えるようであれば，資源回収プロセスとしては片手

落ちである．

そこでわれわれは，鉱物資源の埋蔵量がそれほど多

くない重金属')の中で，溶融飛灰に高濃度で含有され

(表1），分離回収を簡単な湿式法で実現でき，かつ再

生市場がすでに整っている亜鉛，鉛に注目し，溶融飛

灰から亜鉛と鉛を回収するプロセスがエネルギー消費

や環境影響の点で適正なプロセスであるかどうかを調

べるために，具体的な都市を仮定して重金属回収プロ

セスの建設，運転に係わるエネルギー消費量ならびに

CO2排出量を推定した2).それを踏まえて本研究では，
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表1溶融飛灰の元素組成

（ストーカ炉混合灰の例） 図
や
②

太’

図1重金属ライフサイクルにおける溶融飛灰からの重金属回収ループ

溶融飛灰

③

再溶

侃伽
辿り

図1に示すように，重金属の製錬，製造，消費廃棄

焼却，溶融，埋立という，生産-消費-処理-処分の流

れに，消費量を変えないまま金属回収一山元還元とい

うリサイクル・ループを新たに付加した場合の全体の

エネルギー消費量,CO2排出量の変化を求めた．すな

わち，リサイクルループの上流側においては重金属を

回収した分だけ鉱石の輸入量を減らせること，下流側

では重金属回収後の残濱のみを埋立処分あるいは再溶

融することになるため無害化処理の量を減らせること，

ループ内では回収プラントの建設と運転が新たに必要

になること，を考慮してエネルギー消費量およびCO2

排出量の削減（あるいは増加）量を推算した．

鰯

図2重金属回収プロセスのフロー

る製錬所で製錬している．

亜鉛と鉛の製錬方法として，本研究では両者を同時

に精練するISP法4)を取り上げた．ISP法では，焼結

過程において鉛と亜鉛の硫化鉱を脱硫して焼結塊にし，

それを熔鉱炉で熔解し，還元揮発した亜鉛蒸気をコン

デンサで溶融鉛中に捕捉し，冷却して亜鉛を得る．一

方，鉛を熔鉱炉下部より粗鉛として得る．

2.2重金属回収プロセス5．6）

本研究で想定する重金属回収プロセスは，図2に示

すように，まず溶融飛灰を塩酸で浸出し，次の2段階

の硫化物生成工程で溶解液に水硫化ソーダ(NaHS)

と苛性ソーダ(NaOH)を加えて所定のpHに調整し

ながら，第一段では硫化鉛を，第二段では硫化亜鉛を

2．製錬と重金属回収

2.1鉛と亜鉛の製錬

鉛，亜鉛の鉱石は，主として方鉛鉱(PbS)とせん

亜鉛鉱(ZnS)である．わが国での採掘量は少なく，

オーストラリア，カナダ，ペルーなどの国々からの輸

入に依存している．鉛の鉱石品位は2～5％程度であ

り，選鉱されて50～70%含有の鉛精鉱になり，また亜

鉛の鉱石品位は3％内外で，選鉱されて約50％含有の

亜鉛精鉱となる3，4)．この選鉱工程は産出国で行われ，

先進国へ運んで製錬されることが多い．わが国では鉛

鉱山，亜鉛鉱山が数少なく，また内陸の山中にあるこ

とから，多くは海外から精鉱の形で輸入し，臨海にあ

－83－
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無害化

CO2排出蝋
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エネルギー・資源
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(a）現状

製品 （b）金属回収時

図3計算の範囲

中心に沈殿分離する．回収工程からの排水は，排水処

理工程で固形物が除去されて放流される．一方，溶解

工程と排水処理工程で発生する溶解残濱と排水スラッ

ジは，そのほとんどがスラグ移行率の高い成分である

ことから，再度溶融工程に戻すことができる．

3． エネルギー消費とCO2排出量の計算

3.1計算条件

本研究では，「関西のA市で発生する焼却残置を1

ケ所の溶融炉で処理し，生成した溶融飛灰から鉛と亜

鉛を回収し，製錬工場に陸上輸送してISP炉で製錬す

る」と仮定したときの，鉛・亜鉛の資源循環にともな

い新たに消費される（あるいは節約される）エネルギー

量およびCO2排出量を計算する．

計算の範囲を図3に示す．現状において，焼却炉か

ら焼却残瘡が350トン(dry)/日で生成し，溶融炉か

ら溶融飛灰が35トン(dry)/日で生成し，それが無

害化（セメント固化）された後に埋め立てられている

とする．その条件の下で重金属回収プラントを新たに

建設．運転し，回収される重金属含有物を50km離れ

た製錬工場に陸上運輸しISP炉で製錬する．回収残涜

は無害化するかあるいは溶融炉で再溶融する．

再利用によって節約される処女原料の鉛・亜鉛につ

いては，海外での採鉱にさかのぼってエネルギー消費

量とCO2排出量を計算すべきであるが，海外における

採鉱，選鉱，陸運に関するエネルギー消費とCO2排出

量のデータを得ることは困難であるため，ここでは，

計算の範囲を鉱石の海上輸送からISP炉までとした．

焼却炉の主灰
および飛灰

スラグ硫化鉛硫化亜鉛

321トン/日(dry)1.44トン/日0.989トン/日

放流水

238トン/日

図4溶融炉と金属回収プロセスの物質収支

弓

」

卜

3.2溶融炉

溶融飛灰は乾式処理（溶融排ガスの処理時に消石灰

(Ca(OH)2)を添加）で発生したアルカリ飛灰で，バ

グフィルタで集塵されたものとし，溶融飛灰中の鉛，

亜鉛の重金属濃度をそれぞれ1.6％，1.1％とした．

3.3重金属回収プロセス

重金属回収プロセスは，図4に示すように回収部と

排水処理部に分かれており，前段の回収部では溶融飛

灰に薬剤（水酸化ナトリウム，塩酸，水硫化ナトリウ

ム）を加えて硫化鉛と硫化亜鉛を分離・回収する．こ

のとき，飛灰を溶解するために溶融飛灰の約4.8倍の

水を必要とする．飛灰中のカルシウム，ナトリウム，

カリウム，塩素は溶けて水層に移行し，固形物の量が

－84－
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表2プラント建設・設備および輸送への投入（間接投入）

’
数量

(15年）

エネルギー原単位

Mcal/単位

エネルギー消費量

Mcal/年

CO2原単位

kg-C/単位

CO2排出量

kg-C/年
種類 項日 単位

コンクリート

鋼材

ALC

０
０
０

０
８
８

５ １
６
３

９
２
８

５
８
６

５
９
１
３

８
７
４

６
０
６

９
１
３

１
３

６
４
３

２
５
３

１
４
１

３
０
１

９
２
１

１
４
７

４
２

nl‐

t
3

1rl

土木建設

機械設備|鋼材 tll80 5，826

今一 計に．

８
０

０
１

９
３

９
４
６
２１

454 ４
７

４
６

４
７

５
２１

表3プラント運転への投入（直接投入）

数量

(1年） ’
エネルギー原単位

Mcal/単位

量篭
年
３
２
７
２
３
９
２

７
／
５
１
２
３
６
８
９

｜
／
５
３
２
２
２
１
０

，
１
１
４
１
，
印
，
，
，
勺

牛
垣
ｗ
１
型
８
幅
２
岨

凡
Ｍ

ネエ CO2原単位

kg-C/単位

CO2排出量

kg-C/年
種 類 項日 単位

電力（買電）

工業用水

再利用水など

NaOH(25%)

HCl(35%)

NaHSGO%)

PAC

kWh
3

rn

3

rn

kg

kg

kg

kg

３
７
７
３
４
９
３

１
８
６
６
８
３
２

９
１
５
７
８
７
３

８
６
５
２
９
１

３
５

５
２
６
８
８
６
８

２
１
３
９
５
９
↑

・
２
４
・
・
・
１

２
．
．
２
４
２
３

０
０

４
７
１
９
０
３
３

２
１
４
６
６
４
０

１
１
２
１
２
・
・

１
０
０
・
・
Ｏ
２

ｆ
・
・
０
０

０
０

１
３
９
７
０
９
７

４
７
３
６
７
１
８

８
３
４
５
３
６

４
１
２
２

用役

訓合 21(),868 12，295

減る．排水処理ではPAC(ポリ塩化アルミニウム）

を用いて排液中の浮遊性固形物を分離除去する．分離

された固形物はセメント固化するか，溶融炉に戻し再

溶融する．重金属回収プロセスは，現実的な規模とし

て20トン／日の装置2系列とした．ベンチスケールの

実験から推定して，硫化鉛(PbS)が1.44トン(wet)

/B(0.581トン(dry)/B),硫化亜鉛(ZnS)が0.989

トン(wet)/B(0.516トン(dry)/日),沈殿物とし

て回収される．重金属回収後の残置は842トン(wet)

／日（5.9トン(dry)/B)となった．

以上のプラントの物質収支データを用いて，エネル

ギー消費量とCO2排出量の計算を以下のよう行った．

(1)間接投入

重金属回収プラントの土木建設，機械設備に係わる

エネルギー消費量およびCO2排出量を求めた．

まず，う°ラントに使用されるコンクリート，鋼材，

ALCの量からエネルギー消費量とCO2排出量を求め，

う°ラントを15年間使用すると仮定して，年間当たりの

消費量と排出量を計算した．また，機械設備について

も鋼材の量から同様に計算した．結果を表2に示す．

また，施工については，ごみ焼却プラントの施工エ

ネルギー7)を参考に，プラントに使用されるコンクリー

ト量の比から推計して10,000Mcal/年とした.CO2

排出量は施工時に使用される電力と軽油から計算して

585kg-C/年となった．

（2）直接投入

用役の年間使用量から，エネルギー消費量とCO2排

出量を計算した．用役には苛性ソーダ，塩酸，水硫化

備

3%LL施工3％L施工2％
(a)エネルギー消費量(b)CO2排出量

(345Gcal/年)(25.6トン-C/年）

図5重金属回収プラントに係わるエネルギー消費と

CO2排出量

､ノーダ，そして凝集剤が含まれるが，苛性ソーダ以外

の薬剤はエネルギー消費量とCO2排出量の原単位がほ

とんど報告されていない．そこで，薬剤原料の輸送時

と薬剤製造時についてのエネルギー消費量とCO2排出

量を積み上げて原単位とした2)．この原単位を用いて

計算したエネルギー消費量とCO2排出量の結果を表3

に示す．

以上，重金属回収プラントの直接投入および間接投

入によるエネルギー消費量を合計すると345Gcal/年

となり,CO2排出量は256t-C/年となった．溶融飛

灰lkg(dry)当たりに換算すると，それぞれ27.0

Mcal/kg(dry),2.01kg-C/kg(dry)であった．

図5に示すように，エネルキ､一消費量については運転

時の消費量のウエイトが大きく,CO2排出量について

は士木建設・機械設備に係わる排出量と運転時の排出

量がそれぞれ半分を占めていた．

34重金属回収物の輸送

重金属回収物を製錬プラントへ陸上輸送するとして，

輸送時のエネルギー消費量,CO2排出量を計算した．

－85－
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A市の重金属回収プラントからB市のISP炉を持つ製

錬工場までの50km(往復100km)を輸送距離とした．

1日1.5トンの回収物が生成し，輸送車の可積載量を

10トンとし，燃費を3.5km/2,軽油の発熱量を9,200

kcal/2として計算すると，年間の燃料消費量は1,560

2／年，エネルギー消費量は14,400Mcal/年となり，

CO2排出量は1,110kg-C/年となった．

3.5鉱石の海上輸送

重金属回収によって削減される鉛精鉱と亜鉛精鉱の

輸入量は，鉱石中の鉛・亜鉛の含有量がそれぞれ1年

間に回収量される金属量184,126トンとなるように計

算し，それぞれ225トン／年，163トン／年とした．

鉛精鉱の輸入元をオーストラリア，カナダ，ペルー

とし，その輸入率をそれぞれ41％，37％，22％に設定

し，亜鉛精鉱の輸入元をオーストラリア，ペルー，ア

メリカとし，その輸入率をそれぞれ70％，18％，12％

に設定して，鉱石の海上輸送によるエネルギー消費量

と,CO2排出量を文献8を参考にして計算した．ここ

で，鉱石の荷揚げ港をB市の製錬工場近辺とした．計

算の結果，年間の鉱石の輸送エネルギーの合計は，表

4に示すように158Gcal/年となった．また,CO2排

出量は12,900kg-C/年となった．

3.6回収残澄の無害化処理

溶融飛灰から重金属を回収することで節約される無

害化処理のエネルギー消費量とCO2排出量を求めた．

セメント固化による溶融飛灰処理では，飛灰の量に対

して一定の割合のセメントを飛灰に添加して混練りし，

乾燥させた上で埋立処分する．セメント／固形物比を

実証プラントでの経験から30%と仮定すると，溶融飛

灰12,800トン／年を処理するためのセメント量は3,830

トン／年，そのエネルギー消費量とCO2排出量はそれ

ぞれ4,070Gcal/年,842t-C/年となった．ただし，

混練，成形の各過程での動力に関するエネルギー消費

量は含まず，セメントの原単位は，製造時の燃料と電

力9)から計算したエネルギー消費量1,060kcal/トン，

CO2排出量234kg-C/トンを用いた．一方，金属回収

後の残濱についてのセメント固化は，セメント／固形

エネルギー・資源

物比を15％としてセメント量323トン／年，エネルギー

消費量343Gcal/年,CO2排出量71.0トン-C/年と求

めた．

3.7再溶融

重金属回収後の残湾を全て溶融炉に戻せば，残瘡の

最終処分量はゼロとなるが,溶融炉において残瘡を溶

かすエネルギーが新たに必要となり,CO2排出量が増

える．再溶融量は溶融炉投入量の1.69％にあたる5.9

トン(dry)/日であり，溶融のための電力を700kWh

／トン（固形物）とすると，エネルギー消費量とCO2

排出量の増分はそれぞれ3,390Gcal/年,187t-C/年

となった．

4．考察

4.1資源節約量

溶融飛灰から回収できる鉛・亜鉛の量は，それぞれ

204トン／年,140トン／年となり，平成7年度の国内

雄産量の0.0915%,0.0212%に相当していた．

4.2エネルギー消費量とCO2排出量

重金属の回収に伴うエネルギー消費量とCO2排出量

の変化を図6に示した．重金属を回収すると，現状に

おけるセメント固化（溶融飛灰全量）と鉱石海上輸送

に関する量が無くなり，代わって重金属回収プラント

の建設と運転，回収物輸送，および回収残澄のセメン

ト固化かあるいは再溶融に関する量が生じる．

同図より，現状における溶融飛灰のセメント固化が

大きなエネルギー(4,070Gcal/年）を消費し，多く

のCO2(842トン-C/年）を排出していることがわか

る．再溶融は大きな電気エネルギーを消費するにもか

かわらず，エネルギー消費量の合計は474Gcal/年の

節約となった．

また,CO2排出量については，溶融飛灰のセメント

固化が無くなることによるCO2削減量が，回収残濱の

再溶融による増分よりもかなり多いことから，固化は

エネルギー消費量よりもCO2排出量に大きく影響する

ことがわかった．

回収残漬のみのセメント固化では，残濱処理量が少

表4鉱石の海上輸送

項目

鉛精鉱

亜鉛精鉱

回収量合計(ton/year)

鉱石品位(－）

鉛

0.6

0.3

184

亜鉛

0．2

0．5

126

精鉱量

ton/

year

225

163

輸送エネルギー
原単位

Mcal/ton

413

399

合計

－86－

輸送エネルギー

Mcal/year

92,906

64,930

157,836

CO2原単位

kg-C/ton

33.9

32.5

CO2排出量

kg-C/年

7,621

5,294

12914
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(GcaVyear）
(ton-C/year）
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図6エネルギー消費とCO2排出量の推定結果

ないこと，回収残濱の重金属濃度が低いことからセメ

ント量が少なくて済み，そのエネルギー消費量とCO2

排出量は，溶融飛灰全量をセメント固化した場合の8

％程度であった．

資源回収による原料鉱石の節減効果は，鉱石海上輸

送のエネルギー消費削減量に現れるが，それは重金属

回収プラントと回収物輸送によるエネルギー消費増分

の43％に相当していた．

回収物輸送の影響は非常に小さい結果となったが，

これは重金属回収プラントと製錬所が50kmと近いた

めである．両施設が1,000km離れておりかつ回収残濱

を再溶融する場合について計算すると，全エネルギー

消費量が32Gcal/年の減量となることから，製練所

までの長距離輸送が必要な場合でも重金属回収は有効

であると考えられる．

4.3埋立削減量

水分／セメント比を，焼却飛灰の固化における値'0）

を参考にして290%と仮定し，セメント／固形物比，

および水分／セメント比から回収残漬のみを固化する

場合の埋立重量を計算すると，溶融飛灰を全量セメン

ト固化した場合の埋立重量に対して12.3％まで減量さ

れる．再溶融した場合には，埋立重量は明らかにゼロ

となる．

量の削減による減少分を合わせた結果，エネルギー消

費量およびCO2排出量はそれぞれ,211Gcal/年，

12.7トン-C/年の増加となった．しかし，重金属を回

収することで溶融飛灰の無害化処理（セメント固化）

量が削減できるため，結果として重金属回収によりエ

ネルギー消費量とCO2排出量が大幅に削減できること

が明らかとなった．さらに，ゼロエミッションを達成

するために重金属回収残湾を再溶融することが考えら

れ，その場合でもエネルギー消費量とCO2排出量の削

減は可能と考えられた．

本研究は，側廃棄物研究財団の平成8年度，廃棄物

処理に伴う除去物質の資源化・再生利用システム技術

開発調査委員会の調査研究に関連して行ったものであ

る．
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5．おわりに

本研究では，溶融飛灰からの重金属回収プラントが，

鉛．亜鉛のライフサイクルで見たときに，エネルギー

消費量とCO2排出量の点で有効であるかどうかを調べ

るために，ある都市に仮想的な重金属回収プラントを

設けたときの増減するエネルギー消費量とCO2排出量

を積み上げによって求めた．重金属回収プラントの建

設．運転と回収物の輸送による増加分，鉱石海上輸送

－87－

一一鉱石溝卜鐘送

イ

(渚

1メント固イ
継ﾌ憶灰室

P

j

酌 厨
一

に
一 ニプ鞘ド言 －

(藤
gﾒﾝﾄ固1
融飛灰全

一鉱石海上輸送

〆
画

重ノ

セメント固化
回収物

鑑令￥ 再溶融
( 凹 収 昂 砺亘ノ

■■■ー

/、
（四MX践直ノ

、／重金属、
、 ／ 凹収

晶一 、

／




